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別紙

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の指定電気通信設備に関する接続約款の変更案に関するガーネットコネクションズ企画株式会社の意見

１．はじめに

この度、ＭＤＦ接続料及びコロケーション・ルールに関する意見を述べさせていただく機会を与えていただいたことに感謝するとともに、約款改正を急ぎ、年内にも試験サービスから本格商用サービスへ移行させるためご努力いただいている、関係各位に改めて御礼申し上げます。

以下、弊社の意見を述べさせていただきます。
２．ＭＤＦの接続料についての意見

【1】 回線管理運営費について

1 専用回線モジュールの接続料を適用する理由が薄弱

· 回線管理運営費に専用回線モジュールの接続料を適用していますが、ＭＤＦ接続の回線管理がなぜ、専用回線の回線管理と同じになるのか理解できません。電話と専用で、どう違った回線管理をしているのか、なぜ、重畳型とドライカッパ型が同じ管理費を適用できるのか、理解できず、そもそも今回の料金が恣意的に創られた料金体系ではないかとの疑念すら想起させます。

2 回線管理運営費（336円）の内訳が不明確で、そもそも重畳型とドライカッパ型が同一コストであるはずがない

· 郵政省の報道資料の申請概要には、回線管理費用（339円）の内訳が接続事業者からの申込み受付費用及びＤＳＬのデータベースの維持・運営費用（203円）と接続事業者への接続料の請求・回収費用（136円）と別掲されていますが、算定根拠には回線管理費用（339円）のみ記載されています。

· 回線管理運営費（339円）の内訳については、接続会計処理手順書の「営業費」の「接続管理」の４項目すなわち、「販売サポート・専用線（接続）」、「料金・専用（接続）」、及び、「企画・専用線」の一部、「共通営業」の一部が含まれていると想定されますが、その内情は不明です。したがった、明細のない不十分な情報公開では、料金の是非を論じること自体に無理があります。

· 接続事業者からの申込受付及びMDFのユーザーデータベースの維持・運営費用が、電話重畳型とドライカッパ型に同一料金を課していること自体、同項目に根拠がないことを露呈しています。米国の例によれば、すでに電話回線として利用している重畳型回線とドライカッパでは、その申込受付から開通までにかかるコストは、重畳型が遙かに低く、電話回線と紐付きで管理できる重畳型では、ユーザーデータベースの維持管理・運営も、相当部分電話用に開発済のものが流用できるはずで、かつ運用コストも、既に継続運用されているユーザーデータベースを活用することで大幅にコストは押さえられるはずであり、これをドライカッパと同一単価と見積もっていること自体、本項目に根拠のないことを露呈しています。

· 従って、少なくとも重畳型の内訳203円相当部分は、ドライカッパ型に比べ大幅に減額されるべきであると考えます。

3 回線管理運営費の申込み受付費用は一時的な費用であり月額料金で継続的に回収するべきものではない

· そもそも、申込み受付費用は受付時のみに発生する一時的な費用であり、恒常的な月額料金で回収すべきではないと考えます。

· 接続約款ではＭＤＦ接続の接続工事費や線路条件調査費が定められていますが、このような工事費はその申込み受付費用も含まれているものと理解しております。別途接続工事費を徴収しているにも関わらず、回線の受付費用を毎月継続的に徴収することは、受付費用を二重に徴収していることになります。

· したがって、申込み受付費部分は少なくとも削減されるべきであると考えます。

4 回線管理運営費の課金単位は、回線ごとではなく事業者ごととすべき

· 回線管理運営費はＮＴＴ東西接続約款では回線ごとに賦課されることになっていますが、実際は接続事業者ごとにまとめられて月１回請求をしているのが現状です。ＮＴＴ東西が設備利用部門としてＮＴＴ東西の利用者に料金を請求・回収する際はそのまま各利用者に請求書が届き、各利用者から回収を行っているので利用者数に応じ料金計算や請求・回収のコストがかかることは理解できますが、接続回線の場合は接続事業者に対して一括請求し、回収コストは大幅に少ないはずですので、回線毎に課金する考え方は取らず、事業者ごととすべきである考えます。

【３】故障受付について

· DSL固有のコストとして、ドライカッパ型には無い項目が別記されているが、そもそもＭＤＦ接続の場合はＭＤＦが相互接続点であり、運用保守も明確に分解点で区分されており、ＤＳＬサービスに関する問い合わせはＤＳＬ事業者が受けることとなっております。したがって、33,959百万円もの原価が何故発生するのか不明です。原価の根拠を明らかにした上で議論すべきと考えます。

【４】追加ＭＤＦについて

1 追加ＭＤＦの費用は更改スペースと同様の考え方とすべき

· ＮＴＴ東西のメタル回線数は頭打ちとなって減少しており、そもそも電話で利用しているＭＤＦは全国的には余剰設備となってくると考えられます。また、電話や一般専用で利用しているＭＤＦの空きを調べて部分的にＤＳＬ事業者に提供している現実を考えれば、ＭＤＦの追加増設があったとしても一時的なものであり、ＮＴＴ東西が意見書で頻繁に述べる「設備の更改スペース」に相当するもの、とも考えられ、その費用は部材費程度のものであると考えられ、原価24,593百万円はいかにも高額と思われます。是非、根拠を提示願いたいと考えます。



３．コロケーションについての意見

【１】標準期間について

· 標準期間については従来より期間が短縮されたとはいえ、まだ不十分と考えます。NTT東西が高度情報通信ネットワーク社会形成基本法の要請に基づき、早期に世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成を達成すべく協力する姿勢を見せていただければ、①ＰＯＩの調査、②のＰＯＩの設置の申込み～工事の着手とも、連絡伝達の流れの見直しと事務の合理化、手順の標準化等の努力により、実質各々２週間程度への短縮は可能と考えられます。５年以内に数千万単位の回線開通を実現しようとすれば、一刻も早く基盤を整備する必要があり、合計１ヶ月の短縮は大きな効果を発揮するはずあり、さらなるＮＴＴ殿の努力を期待します。

【２】作業単金について

· 立会や工事、調査を行うのはほとんどの場合、ＮＴＴ社員ではなく、業務を委託している協力会社等の作業担当の方が行っておられます。従ってＮＴＴ東西の平均給与から算定するのは間違いであり、業務委託費から算定すべきであると考えます。

以上
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